
 地区毎にあらかじめ避難経路を設定。自然災害等によりその避難経路が使用できない場合は、他の
ﾙｰﾄを活用し避難を実施。

UPZ内から避難先施設までの主な経路（長島町）

避難元地区

・田尻地区

・火ノ浦地区

・汐見地区

・潟地区

・広野地区

避難先：長島町内
鷹巣小学校
総合町民体育館
鷹巣中学校

ＵＰＺ
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【田尻・火ノ浦・汐見・潟・広野地区
の避難経路②】
国道389号→県道379号

【田尻・火ノ浦地区の避難経路①】
国道389号→県道47号

【汐見・潟・広野地区の主な避難経路①】
町道山門野汐見線→県道47号

389

47

379 

47389



暴風雨や台風時におけるUPZ内の防護措置

 OIL基準により一時移転等が必要な場合であっても、暴風雨や台風時など※１ 、気象庁か

ら特別警報等が発令された場合には、外出を控える等の安全確保を優先する必要があ

るため、天候が回復するなど、安全が確保されるまでは、屋内退避を優先。

 その後、天候が回復するなど、安全が確保できた場合には、一時移転等を実施※２。

住民等

施設敷地
緊急事態

警戒
事態

全面緊急事態

天候回復

徒歩等

＜全面緊急事態で天候が回復した場合＞

バスによる避難

ＵＰＺ外

避難先屋内退避準備

一時集合
場所

自家用車等による避難

自宅等にて屋内退避

OIL基準の超過

暴風雨や台風時など（気象庁における特別警報等の発令）

81※2 仮に、放射性物質放出に至った場合に避難するような場合には、住民の被ばく量を可能な限り低減するため、身体に放射性物質が付着しない
ようにレインコート等を着用したり、放射性物質を体内に吸い込まないようマスクをしたり、タオルやハンカチ等で口や鼻を覆う等の対策を周知。

※１ 津波との複合災害時における場合も同様に、まずは津波による人命へのﾘｽｸを回避するため、津波に係る指定緊急避難場所等の安全が確保できる場
所に避難を実施。津波警報解除等津波に対する安全が確保できる場合には、避難経路等を確認した上で避難を実施。



自然災害等（地震※1）により屋内退避が困難となる場合の基本フロー

 地震による家屋の倒壊等により、家屋における滞在が困難な場合には、安全確保のため市町にて開設する近隣の指定避難所等に避

難を実施。

 その後、全面緊急事態となり、屋内退避指示が出ている中で余震が発生し、家屋や既に避難している近隣の指定避難所等への被害が

更に激しくなる等、屋内退避の継続が困難な場合には、人命の安全確保の観点から地震に対する避難行動を最優先することが重要。

このことから、市町にて開設するUPZ内の別の指定避難所等や、あらかじめ定められているUPZ外の避難先へ速やかに避難を行う※２ 。

 なお、屋内退避指示中に避難を実施する際には、国及び鹿児島県等は、住民等の避難を安全かつ円滑に実施するため、避難経路や

避難手段、国が提供する原子力発電所の状況や緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの結果、気象情報等について、確認・調整等を行う。

施設敷地緊急事態
（屋内退避準備要請）

警戒
事態

全面緊急事態（屋内退避指示）

余
震
発
生

地
震
発
生

家屋が倒壊等した場合に
は、近隣の指定避難所等

にて屋内退避

自家用車・バスによる避難

自家用車・バスによる避難

屋内退避準備

ケ
ー
ス
１

ケ
ー
ス
２

既に避難している近隣の指定
避難所等にて屋内退避

自宅にて屋内退避

ＵＰＺ外

鹿児島県内外避難先

・原子力災害時に備え、あ
らかじめ設定している鹿
児島県内外避難先

県内外避難先：Ｐ50参照

＜屋内退避中に余震が発生し被害が激しくなった場合＞

家屋が倒壊等した場合には、市町にて
開設する近隣の指定避難所等へ避難

※１ 大雨による土砂災害時等においても基本的には同様のフローとなる。

余震発生に伴い、屋内退避の
継続が困難な状況が発生

※２ 仮に、放射性物質放出に至った場合に避難するような場合には、住民の被ばく量を可能な限り低減するため、身体に放射性物質が付着しないようにレインコート等を
着用したり、放射性物質を体内に吸い込まないようマスクをしたり、タオルやハンカチ等で口や鼻を覆う等の対策を周知。
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UPZ内の一時移転等に必要となる輸送能力の確保

UPZ内で一時移転等は、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの結果に基づき、原子力災害対策指針で定める基準（OIL）に基づき、空間

放射線量率が基準値を超える区域を特定し、当該区域の住民が一時移転等を実施する。一時移転が必要となった場
合の輸送能力の確保については、
 鹿児島県が、「災害時等におけるバスによる緊急輸送等に関する協定」に基づき、県内のﾊﾞｽ会社から必要となる

輸送手段を確保する。鹿児島県内の輸送手段では不足する場合、他県との応援協定に基づき、隣接県等から輸
送手段を確保する。

 鹿児島県が確保した輸送手段で対応できない場合、国の原子力災害対策本部からの依頼に基づき、国土交通省
が関係団体、関係事業者に対し、協力を要請し必要な輸送能力を確保する。

九州・山口9県災害時応援協定
（平成23年10月31日）

【対象】

福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、
宮崎県、鹿児島県、沖縄県、山口県

【応援内容】

①職員の派遣
②食料、飲料水及び生活必需品の提供
③避難施設及び住宅の提供
④緊急輸送路及び輸送手段の確保
⑤医療支援
⑥その他応援のため必要な事項

協力事業者 保有台数（台）

３３社 約１，５００

隣接県（熊本県・宮崎県）
指定地方公共機関（バス会社）

保有台数：約２，５００台

災害時におけるバスによる緊急輸送等に関する協定（平成27年6月26日）
【対象】

公益社団法人鹿児島県バス協会
【協力内容】

①被災者（滞留者を含む。）及び救援者等の輸送業務
②ボランティアの輸送業務
③災害応急対策の実施のために必要な人員及び携行する

資機材等の輸送業務
④その他必要なバスによる支援業務
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※ 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合は、関係自治体の要請により実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）が必要に応じ支援を実施



他の地方公共団体からの応援計画

 原子力災害又は地震、津波との複合災害が発生した場合、国からの支援のほか、鹿児島県に対す
る関係地方公共団体からの支援策として、7つの応援協定を締結。

㋒全国都道府県における災害時等の広域
応援に関する協定（平成24年5月18日）

【応援内容】

①人的支援及び斡旋
・救助及び応急復旧等に必要な要員
・避難所の運営支援に必要な要員
・支援物資の管理等に必要な要員
・行政機能の補完に必要な要員
・応急危険度判定士、ｹｰｽﾜｰｶｰ、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの
斡旋

②物的支援及び斡旋
・食料、飲料水及びその他生活必需物資
・応急復旧に必要な資機材及び物資
・救援及び救助活動に必要な車両、船艇等

③施設又は業務の提供及び斡旋
・ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰによる情報収集
・傷病者の受入れのための医療機関
・被災者を一時収容するための施設
・火葬場、ｺﾞﾐ・し尿処理業務
・仮設住宅用地
・輸送路の確保並びに物資調達及び輸送調
整の支援

④その他特に要請のあったもの

㋑災害時における鹿児島県・岐阜県相互応援協定
（平成23年11月7日）

【応援内容】

①必要な物資、資機材等の提供
②職員の派遣
③被災者の受入れに必要な避難・収容施設及び住宅の提供
④その他災害応急措置及び災害復旧対策に必要な事項

㋑鹿児島県と静岡県との災害時の相互応援等に関す
る協定（平成23年11月14日）

【応援内容】

①災害応急対策を行う職員の派遣
②避難所や災害対策本部等で必要となる物資の調達及び配送
③その他被災県が要請した措置

㋑関西広域連合と九州地方知事会との災害時の相
互応援に関する協定（平成23年10月31日）

【対象】

関西広域連合（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、和歌
山県、鳥取県、徳島県、京都市、大阪市、堺市、神戸
市）、九州地方知事会（福岡県、佐賀県、長崎県、熊本
県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県、山口県）
【応援内容】

①職員の派遣
②食料、飲料水及び生活必需品の提供
③避難施設及び住宅の提供
④緊急輸送路及び輸送手段の確保
⑤医療支援
⑥その他応援のため必要な事項

㋐九州地方における大規模な災害時の応
援に関する協定（平成23年2月28日）

【対象】

国土交通省九州地方整備局、鹿児島県土木部
【応援内容】

①施設の被害状況の把握
②情報連絡網の構築
③現地情報連絡員の派遣
④災害応急措置
⑤その他必要と認められる事項

㋐九州・山口9県災害時応援協定
（平成23年10月31日）

【対象】

福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、
宮崎県、鹿児島県、沖縄県、山口県
【応援内容】

①職員の派遣
②食料、飲料水及び生活必需品の提供
③避難施設及び住宅の提供
④緊急輸送路及び輸送手段の確保
⑤医療支援
⑥その他応援のため必要な事項

㋐ ㋑ ㋒

㋒原子力災害時の相互応援に関する協定
（平成13年1月31日）

【対象】
北海道、青森県、宮城県、福島県、茨城県、新
潟県、石川県、福井県、静岡県、京都府、島根
県、愛媛県、佐賀県、鹿児島県
【応援内容】

①原子力防災資機材の提供
・緊急時モニタリング資機材
・原子力防災活動資機材
・緊急時医療資機材

②職員の派遣
・緊急時モニタリング関係職員
・緊急時医療関係職員
・その他災害対策関係職員
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7．放射線防護資機材、物資、
燃料備蓄・供給体制
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備蓄拠点 対象施設数

薩摩川内市 1

医療機関 1

社会福祉施設 6

小中学校・保育園 6

合 計 14

PAZ内防護措置に備えた放射線防護資機材の備蓄体制

 鹿児島県は、薩摩川内市や市内の消防署のほか、PAZ内の医療機関・社会福祉施設・教育機関（小中学
校、保育園）に、避難誘導や避難行動支援などを行う要員のための個人線量計等の放射線防護資機材を
備蓄。

 緊急時には、薩摩川内市の職員や消防職員、運転者等が放射線防護資機材を用いて活動を実施。
 平時にはこれらの使用方法に関する訓練・研修を定期的に実施。併せて、関係者向けﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄを配布。

放射線防護施設（7ヶ所）への
放射線防護資機材の搬送は、
市災害対策本部設置時に実施

医療機関・社会福祉施設
（7施設）

施設管理者、避難誘導者
向けに備蓄

小中学校・保育所（6施設）
施設管理者、避難誘導者

向けに備蓄

さつ ま せんだい し

個人線量計

サーベイメータ

タイベックスーツ
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峰山地区ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ
みねやま

平島集会所

水引地区ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ

ﾌｧﾐﾘｰHP薩摩

星原集会所

みずひき

ひらしま
ほしはら

旧滄浪小学校
そうろう

旧寄田小学校
よりた



UPZ内防護措置に備えた放射線防護資機材の備蓄・供給体制

 UPZ内住民の一時移転等において住民搬送を担う輸送事業者等には、原則、緊急時に設置する活動拠点等で放射線防護
資機材を配布。なお、UPZ内の輸送事業者等には放射線防護資機材備蓄拠点や活動拠点等にて個別配布を実施。

 配布を行う施設等では、放射線防護資機材の使用方法に関する説明のほか、避難者搬送等の業務が、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄにお
ける直近の観測結果等を基に、被ばく線量の管理目安である積算1mSvを下回ることをあらかじめ確認。

 また、PAZ同様、平時から放射線防護資機材の使用方法に関する訓練・研修を定期的に実施。

活動拠点等

一時集合場所等

住民の一時移転等を実施

資機材の搬送

住民搬送等を担う輸送事業者等に対する
放射線防護資機材の配布体制

鹿児島県原子力災害対策本部

輸送事業者等

連絡・調整

資機材搬送を担う事業者 住民搬送を担う事業者

資機材の受取

放射線防護資機材備蓄拠点

鹿児島県庁舎、
鹿児島県環境保健センター

活動拠点等に
て資機材の受
取

移動
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PAZ

UPZ

川内オフサイトセンター

代替オフサイトセンター

鹿児島県庁

本部拠点候補地
活動拠点候補地

関係市町災害対策本部

凡例



原子力事業者による放射線防護資機材等の支援体制

 原子力事業者は、放射線防護資機材を各原子力事業者で支援をするため、「原子力災害時におけ

る原子力事業者間協力協定」の内容を充実させて締結。

 原子力災害発災後の避難・一時移転等において、放射線防護資機材等が不足する場合、原子力事

業者は、保有する資源（要員・資機材等）を最大限供給し支援する。

資機材 数量

ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ（GM管） 360台

個人線量計 1,000個

全面ﾏｽｸ 1,000個

ﾀｲﾍﾞｯｸｽｰﾂ 30,000着
ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ（GM管） ﾀｲﾍﾞｯｸｽｰﾂ

主な備蓄資機材

全面ﾏｽｸ

原子力災害時における原子力事業者間協力協定※ （平成26年10月10日）

【協定事業者】
北海道電力、東北電力、東京電力、中部電力、北陸電力、関西電力、中国電力、四国電力、九州電力、
日本原子力発電、電源開発、日本原燃

【目的】
原子力災害時における原子力事業者間協力の円滑な実施を図り、原子力災害の拡大防止及び早期復旧
の一翼を担うことを目的とする。

【協力活動の範囲】
原子力災害時の周辺地域の環境放射線モニタリング及び周辺区域の汚染検査・汚染除去に関する事項に
ついて、協力要員の派遣・資機材の貸与その他の措置 等

個人線量計
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ｱﾙﾌｧ米等（食） 飲料水（ﾘｯﾄﾙ） 毛布（枚） 簡易ﾄｲﾚ（基）
<括弧内は携帯型> 非常用燃料（個）

鹿児島県 ○○ ○○ ○○ ○○ ○○

鹿児島市 112,900 141,888 37,600 874
<○○> 1,192

阿久根市 402 714 352 － －

出水市 2,500 3,480 1,000 36
<○○>

薩摩川内市 6,724 5,572 305 6
<○○> 305

日置市 6,350 2,400 1,000 4
<○○> －

いちき串木野市 3,529 1,200 150 －
<200> －

姶良市 2,598 － 534 227
<○○> 1,183

さつま町 － － 117 92
<○○> －

長島町 3,600 480 300 20
<○○> －

鹿児島県及び関係市町における行政備蓄

県及び関係市町の生活物資の備蓄状況

※上記物資備蓄数は概数。また、上記の他に、関係市町では食料、飲料水、常備薬、炊き出し用具、毛布等避難生活に必要な物資等を準備している。

 緊急時に備え、関係市町では、食料及び生活物資等の備蓄を実施。万が一不足等が生じる事態となった
場合、鹿児島県が調整を行い、県内の全市町や物資供給等に関する協定を締結している民間事業者等の
協力を得て、食料及び生活物資等を融通・供給。

 放射線防護施設においては、約1,000名が生活できる食料及び生活物資等4日分を備蓄。

あ く ね し

いずみ し

さつ ま せんだい し

ひ おき し

くし き の し

あいら し

ちょう

ながしまちょう
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